
「子ども・子育て支援事業計画」実施状況　＜基本方針Ⅲ　子どもにやさしいまちづくり＞　　★重点施策

指標名 Ｒ1年度目標値 H30年度実績値 H29年度実績値

67
★

子ども基本条例啓発
業務

子ども育成課

子ども及び保護者、市民、子ども関係施設関係者に、子ども
の権利や子ども基本条例の内容を正しく理解してもらうこと
を目指す。

街頭啓発や市民向け学習会等を行い、子ども基
本条例の啓発活動及び関連施策の推進を図る。

子ども基本条例の啓発活動として、各地区コミュ
ニティ及び各小中学校に子どもの権利の日である
11月20日にのぼり旗を掲揚の依頼及び授業を実施
してもらった。また、各イベントで基本条例の説
明をし啓発に繋がった。

B

子ども基本条例の
認知度（市民アン
ケート結果）

60% 35% 39%

イベントごとに基本条例の説明を行ったり、市
民向け学習会等を行い、子ども基本条例の啓発
活動及び関連施策の推進を図る。

B

各地区コミュニティ及び各小中学校に子どもの権利
の日である11月20日にのぼり旗の掲揚を依頼した
り、小中学校でパンフレットを使用した学習を行っ
てもらった。市主催の講座や地域の研修会で子ども
基本条例の説明を行うなど啓発を行ったが、認知度
は低い。

68
★

家庭教育学級 子ども育成課

子どもが基本的生活習慣や社会性を身に付ける基盤であるべ
き家庭での教育の重要性を学ぶため、PTA、コミュニティ、幼
稚園などの関係団体による下記をテーマとした家庭教育学級
の開設を啓発、支援し、家庭、地域の教育力向上を目指す。
① 子どもと保護者を対象とした親子教室② 家庭教育力の向
上を目的とした講座③ メディアの弊害に関する講座④ 命の
尊さ、相手を思いやる心や自分探しなど人権について学習す
る講座

関係団体に対して、開設説明会と実践交流会を
開催する。関係団体へ家庭教育学級開設を啓発
し家庭・地域の教育力向上を目指す。

5月に各学校PTA担当者等（参加68名）に対して家
庭教育学級説明会を実施した。また、6月には第1
回実践交流会（参加35名）、1月に第2回実践交流
会（参加38名）を開催し、家庭教育学級開設のた
めの企画相談、事例発表などを行い、各担当者の
負担軽減を行った。平成30年度の実績としては、
市内各学校・地域等で年間77回実施し、合計5,313
名が参加した。

A 参加者数 年6,000人 年5,313人 年3,883人

関係団体に対して、開設説明会と実践交流会を
開催する。関係団体へ家庭教育学級開設を啓発
し家庭・地域の教育力向上を目指す。

B

平成29年度より講師謝金助成対象を拡大し、より多
くの方に家庭教育学級に参加してもらえるようにし
た。実際の運営は各団体なので、交流会等行うこと
で各団体の支援を行い、家庭・地域の教育力向上に
繋がった。

69
★

生涯学習推進事業
（ルックルック講座
業務）

コミュニティ協
働推進課

市内２大学をはじめ、市民活動団体、企業、市職員などが講
師となり、様々な分野の講座を設け、市民が行う研修会や学
習会などに講師を派遣するルックルック講座の開設により、
学びたい市民が、自由に学びたいことを学び、また学んだこ
とを活かしながら、やりがい・生きがいを持って活動するこ
とを目指す。

ルックルック講座、市民学習ネットワーク事業
の実施により、市民の学習機会の提供を行う。

ルックルック講座事業では、小学校・中学校等の
３２団体、２，０２４人に各種講座を受講してい
ただくことができた。
市民学習ネットワーク事業では、小・中学校の文
化祭、夏の課外授業、夏休み親子学級などで１０
講座、子ども向けの講座を実施した。

B ルックルック講座
登録数

- 174講座 157講座

ルックルック講座、市民学習ネットワーク事業
において子ども向けの学習機会の提供を行う。

B

むなかた市民学習ネットワークでは、広報誌や学習
発表会を通じて、各種講座のPR活動を実施した。
ルックルック講座では、受講者のニーズに対応でき
るように新たな講座の登録を随時追加した。

70
★

人権教育啓発事業 人権対策課

市民には、出生や性別に関係なく、平等に生活、活躍できる
権利がある。その権利を守りながら、市民がお互いに支え、
協力し合うことで、誰もが幸せを感じることができる環境を
整備していく。小・中学校で人権教室、人権映画の上映、人
権の花運動など行い、子どもの人権意識の高揚を図る。

地域からの人権啓発を推進するため、地域コ
ミュニティと連携した啓発を実施する。①学校
との連携を重視し訪問型講演会を実施②各コ
ミュニティまつり等と連携した啓発活動の実施
③人権教育・啓発推進協議会の活性化を図る

①市内小・中学校で、人権意識の高揚を図るた
め、人権に関する映画鑑賞を実施（南郷小216人、
東郷小101人、日の里西小109人、日の里東小145
人、中央中110人、日の里中104人）。人権の花運
動は東郷小(3年生)で実施。
②市民啓発活動の一環として、地域の行事等に参
加し、啓発活動（人権クイズ・人権ぬりえ等）を
実施。（夏まつり東郷、日の里まつり、赤間西コ
ミュニティまつり　延べ230人）
③宗像市人権教育・啓発基本計画に基づき、市民
の人権意識の高揚を図るための活動を実施

B
①人権映画実施校
②地域行事参加数
③研修会回数・人
数

-
①4校831人
②3地区230人
③3回127人

①4校578人
②2地区200
人
③3回35人

市民一人一人が人権尊重の精神を育み、人権が
尊重された社会を構築するため、「宗像市人権
教育・啓発基本計画」に基づき、①学校や家
庭、地域における人権教育、②市民や団体、事
業所等における人権啓発、③その他特定職業従
事者等に対する研修を実施する。

B

各事業の実施状況を鑑み、計画通りに継発事業を実
施できていると判断した。

71
★

人権教育事務 教育政策課

人権・同和教育の研究と推進を図るため、教職員や保護者を
対象とした研修会や実践交流会を開催する。市内小・中学校
などにおいて、様々な人権問題を解消するために、市民活動
団体などが行っている人権啓発活動の支援及び研修会などへ
の参加を行う。

人権教育推進のため、教職員研修会・実践交流
会、ＰＴＡ人権教育実践交流会を実施するとと
もに、全国各地で行われる研修会等へ参加す
る。

人権教育推進のため、教職員研修会・実践交流
会、ＰＴＡ人権教育実践交流会を実施した。ま
た、全国各地で行われる研修会等に参加した。 B

各学校（学園含
む）で開催した研
修会の回数

- 74回 64回

人権教育推進のため、教職員研修会・実践交流
会、ＰＴＡ人権教育実践交流会を実施するとと
もに、全国各地で行われる研修会等へ参加す
る。 B

宗像市及び宗像地区の教職員を対象に研修会及び教
員の実践交流会を実施することで、各学校において
人権教育を推進することができた。また、PTA人権
教育実践交流会を実施することで、各学校PTA間で
人権教育についての交流を推進することができた。

72
★

地域での相談・支援
体制の整備

子ども家庭課

民生委員児童委員の協力を得て実施している赤ちゃん訪問や
地域の子育てサロンなどの運営を通じて、子育てが孤立しな
いように乳児期から気軽に相談できる支援体制を整備する。

各地区の主任児童委員や育児サロンの協力を得
て「こんにちは赤ちゃん訪問」「ミニ相談会」
を実施し、関係者との連携を深め、子育て家族
への相談・支援体制の充実を図る。

各地区の主任児童委員の協力を得て、希望する子
育て家族に対して地域の子育て支援の取り組み紹
介等を行う「こんにちは赤ちゃん訪問事業」を実
施（137件訪問）
地域の子育てサロンへ出張し、保健師等によるミ
ニ相談会を実施（13か所　30回実施　258人利用）

B 赤ちゃん訪問件数 137件 167件

各地区の主任児童委員や育児サロンの協力を得
て「こんにちは赤ちゃん訪問」「ミニ相談会」
を実施し、関係者との連携を深め、子育て家族
への相談・支援体制の充実を図る。
また、元年度より子育て支援センターふらこっ
こで開催されるあかちゃんデーで、NPO法人こ
ねっとと協力し、年２回育児相談を行う。

B

こんにちは赤ちゃん訪問および平成29年度から始め
た育児サロンでのミニ相談会など、子育てや子ども
の健康に関する身近な相談場所として、市民に定着
してきている。
子育て支援センターを運営するこねっととも協力し
て、身近で気軽に保健師・助産師へ相談できる場を
広げている。

73
★

民生委員児童委員事
業

健康課

子育てにおける育児不安の解消や孤立防止に努める。民生委
員児童委員の研修会の開催、学校を中心としたふれあい部会
活動などの支援を行う。

宗像市民生委員児童委員協議会事業実施の支援
（全員研修、各部会研修、役員研修、主任児童
委員研修、各種会議等）地域での民生委員児童
委員活動の支援（高齢者や児童への訪問・見守
り活動、学校を中心としたふれあい部会活動）
一斉改選に向けた定数・地区割りの検討

宗像市民生委員児童委員協議会事業実施の支援
（全員研修、各部会研修、役員研修、主任児童委
員研修、各種会議等）、地域での民生委員児童委
員活動の支援（高齢者や児童への訪問・見守り活
動、学校を中心としたふれあい部会活動）を行っ
た。一斉改選に向けた定数・地区割りの検討を行
い、今後の委員活動が円滑に行えるよう環境の整
備に努めた。

B
年間延べ相談・支
援件数 - 3,895件 4,231件

12月に一斉改選が行われ、多くの委員が交替と
なる。新任の委員が、委員活動を円滑に行える
よう研修等を実施する。また、引き続き地域で
の民生委員児童委員活動の支援（高齢者や児童
への訪問・見守り活動、学校を中心としたふれ
あい部会活動）を行う。

B

各種研修・会議等を継続的に実施し、委員活動にお
けるＱ＆Ａ集を作成したことにより、民生委員・児
童委員（主任児童委員）への相談支援体制づくりに
努めたため。

74
★

子どもの居場所づく
り事業（ボランティ
ア育成業務）

子ども育成課

子どもの放課後や休日の体験活動を支援する人材や、地域の
子育てサロンなどで子育て支援に関わる人材を育成し、地域
で子育てを担う社会づくりを目指す。

「子ども支援ボランティア養成講座」を開催
し、地域における子どもを支援する人材の育成
を図る。

子ども支援ボランティア養成講座を全8回開催し、
地域における子どもを支援する人材の育成を図っ
た。 C

子ども支援ボラン
ティア養成講座参
加者数

120人 80人 110人

「子ども支援ボランティア養成講座」を開催
し、地域における子どもを支援する人材の育成
を図る。 B

子ども支援ボランティア養成講座を年8回開催し、
地域の子育てサロンや放課後子供教室などで子育て
支援に関わる人材育成に努めた。

75
★

大学連携事業
コミュニティ協
働推進課

市内２大学及び２高校との連携により、知的資源や専門性が
活かされたまちづくりを行う。２大学及び２高校との連携事
業を実施する。まちづくりを担う専門的な人材を育成する。
市民活動団体、コミュニティ運営協議会、大学、企業などの
多様な主体同士が協働していくことで、子育てや暮らしに対
するニーズに対応した取組みを進める。

・むなかた大学のまち協議会において、賛助会
員である高校２校も含め、連携・支援事業を実
施する。
・大学のチカラをまちづくりに活かすことを目
標に公開講座「むなかた大学のまちゼミナー
ル」を実施する。今年度は子ども向けの講座も1
講座開催する。
・会員である東海大学福岡短期大学が平成30年3
月で閉校したため、市外との大学連携も含め、
むなかた大学のまち協議会の組織や事業の再構
築を行う。

・むなかた大学のまち協議会の事業として、「市
子どもまつり」において、竹串を使ったやじろべ
え製作体験・偏光フィルムを使った光の万華鏡製
作体験（福岡教育大学）、救急救命体験・ナース
服等の試着体験（日赤看護大学）を実施した。

・「むなかた大学のまちゼミナール」において子
ども向けの講座を１講座実施した。

B 連携事業数 5件 4件 18件

・むなかた大学のまち協議会において、会員と
賛助会員の協働で宗像の学生等の育成につなが
る事業を実施する。

・連携協定を締結している九州産業大学や福岡
女子大学と連携事業を実施する。 B

成果指標であるむなかた大学のまちゼミナール公開
講座受講者数は東海大学福岡短期大学の閉校に伴う
講座数減少に伴い減少した。2大学と連携すること
で、市民向けの公開講座、子どもまつり等の各種イ
ベント、各種協議会事業を充実した内容で実施する
ことができた。

76
★

市民活動推進事業
（市民活動支援事
業）

地域創造ビジネスに取組む団体の事業実施支援や
ロープレむなかた参画団体の情報発信や企画支援等
を行うことで、市民活動に取組む団体等の活動をブ
ラッシュアップすることができた。

77
★

78
★

人づくりでまちづく
り推進事業

コミュニティ協
働推進課

宗像市内に活動拠点を持つ市民活動団体、大学などが「協働
のまちづくり」の様々な分野・場面において主体的に活躍で
きるよう支援する。

人づくりやまちづくりにつながる市民活動に対
して補助金を交付し、活動を支援する。

子どもを対象とした３団体の申請を採択し、事業
費の一部を支援した。

B
人づくりでまちづ
くり事業補助金交
付決定件数

- 11件 12件

青少年の健全育成等につながる活動に対して補
助金を交付し、活動を支援する。

B
子どもを対象とした申請を採択し、事業費の一部を
支援することができた。

５か年(H27～R1)の実績及び達成度を選んだ理由　

2,003人

成果の目標
令和元年度の実施計画

コミュニティ協
働推進課

事
業
No

事業名 所管課 事業概要 平成30年度の実施計画

B

・地域活性化支援業務の実施により、地域のま
ちづくり計画の実行や地域創造ビジネスに取り
組む市民活動団体などを支援する。
・再構築したボランティアネットワークシステ
ム運営により、ボランティアをしたい人・して
ほしい人のつなぎを確実なものとしていく。
・市民活動の拠点として市民活動・NPOボラン
ティアセンターを運営（情報集約・発信、相
談、コーディネート、人づくりでまちづくり講
座、ボランティア体験プログラム等）し、市民
活動の中間支援を行う。
・市民活動総合補償制度により、市民活動の際
の事故を補償する。

現計画
達成度

B

市民活動・ＮＰＯセンターの情報紙等にいて子
育て世代を対象とした内容を盛り込むことを検
討する。

宗像の魅力や地域課題等を知るきっかけづくり
を目的とした参加型プログラムに育児や食育に
関する内容のものを盛り込むことを検討する。

「子ども」に関する分野でボランティアネット
ワークシステムを運営する。

・市民活動総合補償制度により、子どもの市民
活動の際の事故を補償する。

平成30年度実施状況 Ｈ30年度
評価

※平成28年度からNO76とNO77を統合
【NO76】
市民活動やボランティア活動に取り組む、または興味関心の
ある市内外の住民、市民活動団体、コミュニティ運営協議会
が、それぞれ持っているスキルやノウハウを十分に発揮し、
活発に活動ができるよう市民活動やボランティア活動、市民
参画などを促進するための環境を整備し、市民がつくる生き
がいのあるまちを創造する。
【NO77】
コミュニティ運営協議会、市民活動団体などが、安全・安心
に活動し、それぞれの特性を活かしながら連携して活発な活
動が行われるよう支援する。市民や市民活動団体、コミュニ
ティ運営協議会とは、役割を明確にしながら協働でまちづく
りを行い、市民活動の活性化に向けた支援を行う。

市民活動・ＮＰＯセンターの情報紙において子育
て世代を対象とした内容を盛り込んだ。

宗像の魅力や地域課題等を知るきっかけづくりを
目的とした参加型プログラムに育児や食育に関す
る内容のものを盛り込んだ。

ボランティアセンターで運営しているボランティ
アネットワークシステムの「子ども」に関する分
野で、6件、延べ18人のボランティアが活動した。

ボランティア活動
者

2,000人 1,960人

1



「子ども・子育て支援事業計画」実施状況　＜基本方針Ⅲ　子どもにやさしいまちづくり＞　　★重点施策

指標名 Ｒ1年度目標値 H30年度実績値 H29年度実績値
５か年(H27～R1)の実績及び達成度を選んだ理由　

成果の目標
令和元年度の実施計画

事
業
No

事業名 所管課 事業概要 平成30年度の実施計画 現計画
達成度平成30年度実施状況 Ｈ30年度

評価

79
★

子ども･子育て支援事
業計画策定および計
画進行管理業務

子ども育成課

次世代育成支援対策審議会にて本市の子ども及び子育て中の
保護者を支援する市の計画を策定し、施策を計画的に実施で
きるよう進行管理を行う。

子ども・子育て支援法、次世代育成支援対策推
進法、子ども基本条例に基づく宗像市子ども・
子育て支援事業計画について次世代育成支援対
策審議会への報告、審議を通じて進捗管理、見
直しを行う。

次世代育成支援対策審議会を2回開催し、審議員へ
の報告、審議を通じて進捗管理、見直しを行っ
た。

B 審議会開催回数 - 2回 2回

子ども・子育て支援法、次世代育成支援対策推
進法、子ども基本条例に基づく宗像市子ども・
子育て支援事業計画について次世代育成支援対
策審議会への報告、審議を通じて進捗管理、見
直しを行う。
第2期宗像市子ども・子育て支援事業計画策定に
向けて審議を行う。

B

子ども・子育て支援法、次世代育成支援対策推進
法、子ども基本条例に基づく宗像市子ども・子育て
支援事業計画について次世代育成支援対策審議会へ
の報告、審議を通じて進捗管理、見直しを行うこと
ができた。

80
★

シティプロモーショ
ン事業

秘書政策課

様々な媒体を活用して広く市をPR したり、市のプロモーショ
ンにつながる事業を実施したりすることで、市のイメージや
認知度、好感度の向上につなげ、選ばれるまちを目指す。民
間企業との連携を積極的に進め、プロモーション効果の向上
を図る。平成26 年度に構築する都市ブランドサイトや子育
て・教育サイトを活用するなど、市内外の子育て世代へのプ
ロモーションや情報提供を強化する。

・子育て・教育サイトの階層およびカテゴリー
の見直しやデザイン変更を含めた改善案をまと
め、サイトの見やすさ、使いやすさを改善す
る。また、公式ホームページの階層や相互リン
クが複雑になっているのため、公式ホームペー
ジの階層およびカテゴリー見直し、デザイン変
更と連動する形で子育て・教育サイトの見直し
を進める。
・ママレポーターを活用した子育て情報の発信
の強化を図る。
・宗像国際環境100人会議では、グローバル人材
育成との連携しながら、環境に関する情報発信
を引き続き行う。

・子育て・教育サイトについては、担当課と協議
しながら、階層及びカテゴリーの見直しについて
改善策をまとめ、改善に着手した。公式ホーム
ページについてはより見やすさ、使いやすさを追
求したデザインへの変更と、階層及びカテゴリー
の見直しの改善策を検討した。
・子育て・教育サイトで子育てに関する取材記事
を紹介する２人のママレポーターが、子育て中の
ママの視点で積極的な取材活動を行っている。ま
た、市フェイスブック及び広報紙への転載を行
い、より広い子育て情報の発信に力を入れてい
る。
・宗像国際環境100人会議では、グローバル人材育
成プログラムと連携したセッションや環境に関連
した著名人の講演等を通して、子どもたちの環境
に対する関心を高め、宗像の環境教育や環境への
取組を市内外にＰＲした。

B 魅力度（アンケー
ト調査結果）

魅力度：50％ 魅力度：43％
魅力度：
43％

・子育て・教育サイト及び公式ホームページに
ついては、ユーザーの意見を参考に、さらに見
やすく、使いやすいものとなるよう引き続き改
善を行っていく。
・既存のシティプロモーション戦略の検証、改
定を行い、子育て・教育を核とした新たなプロ
モーション戦略の策定に着手する。
・ママレポーターを活用した子育て情報の発信
の強化を引き続き行う。
・宗像国際環境100人会議では、グローバル人材
育成との連携しながら、環境に関する情報発信
を引き続き行う。 B

・アンケート調査（県内調査）、地域ブランド調査
（全国調査）ともに、魅力度及び認知度の上昇が見
られ、本市のシティプロモーション活動の成果が確
認できた。一方で「子育て・教育のまち」としての
イメージ醸成については、今後、改善の余地があ
る。
・平成26年度に構築した「子育て・教育サイト（む
むハグ）」については、職員及び市民への認知が確
実に広がり、効果的な市政情報の発信・受信に寄与
している。また単なる制度案内に留まらず、ママレ
ポーターによる市民目線での情報発信の場ともなっ
ている。一方で市外への情報発信やシティプロモー
ションの場としての機能については改善の余地があ
る。
・宗像国際環境100人会議については、子どもたち
に世界の第一線で活躍するリーダーや学識経験者と
直接触れ合えるという貴重な経験を提供し、グロー
バル人材育成に大きく寄与している。

81
★

居住環境・定住PR事
業

経営企画課

新婚世帯や子育て世帯などの若い世代が宗像市内に住みたく
なる、住み続けたくなるような居住環境の充実を図るため、
安全で安心、そして快適な居住環境の相談体制の充実や整備
に加え、空き家の増加などによる住宅地の賑わいの低下や防
犯上の問題などに対応するための取組みを行う。賑わいの創
出と市民が安全、安心して生活することができるよう、住宅
開発の誘導や既存住宅地を再生するための事業を行う。子育
て世帯や新婚世帯などの若い世代の人々に好まれるような住
環境の充実につとめ、「子育てしやすいまち」であることを
広くPR していく。

住んでみたいまち宗像推進計画に基づき各取り
組みの拡充を図り、住環境の充実やまちの魅力
の発信、住宅取得等補助制度の周知を推し進め
ていく。特に若い世代や世界遺産登録を契機に
宗像を訪れる観光客の市内居住を直接的に誘導
するため、引き続き子育て世帯に向けた補助制
度を効果的に活用する。

イベントでの定住促進PR
特設ブースを設置してのPR　３回
チラシ配布　　　　　　　　３回

補助制度利用実績（Ｈ３０年度）
家賃補助制度　　　　　　　　　　　　２５５件
中古住宅購入補助制度　　　　　　　　　７６件
古家購入建替え補助制度　　　　　　　　５９件
三世代同居・近居住宅支援補助制度　　　６０件
定住奨励金　　　　　　　　　　　　　　５５件
居住人数　　　　　　　　　　　　１，４６５人

B
子育てしやすい都
市イメージの向上
（％）

70.0% 36.4 36.6%

住んでみたいまち宗像推進計画に基づいた各取
り組みの内容を評価・検証し、次期定住推進計
画の策定を行う。
また特に若い世代や子育て世代の市内居住を直
接的に誘導するため、引き続き若者・子育て世
帯に向けた補助制度を活用するとともに、より
よい効果が期待できるよう補助制度の見直しを
図る。

B

「リトル・ママフェスタ」「海の中道親子フェス
タ」など子育て世代が多く集まるイベントに出展
し、宗像市の子ども・子育てに関する取り組みや定
住についての補助制度を広くPRした。
結果、定住補助制度を利用してH27～H30年度の4年
間で5,771人の定住者（内、転入者　3,129人）を獲
得した。
定住補助制度に関しては認知度は高く計画の達成度
も高いが、子育てしやすい都市としてのイメージは
まだまだ低いので達成度はCとする。

82
★

市民スポーツ活動推
進事業
（市民スポーツ推進
事業）

文化スポーツ課

＊平成28年度からNO58,NO82,NO83,NO85を統廃合し、名称を
「市民スポーツ活動推進事業」に変更。
【NO58】各種スポーツ競技において、全国大会に出場の機会
を得た個人、団体に対し、その功績を称え、参加のための交
通費などの一部を助成する。グローバルアリーナの施設を、
市、市教育委員会、市内の学校が事業として使用する場合、
減額分については、宗像市と財団法人サニックススポーツ推
興財団が相互に負担（補助）する。
【NO82】スポーツ推進計画に基づき市民の健康づくりや地域
活動の推進を図る。また、市民がライフステージに応じてス
ポーツと親しめるように機会や場の提供、施設の整備などス
ポーツ環境の充実にも努める。地元の大学と連携し学校体育
や学童スポーツなどへの支援を拡充し、スポーツ・運動が好
きな子どもたちを増やし体力を向上させる。
【NO83】勝浦浜の海洋拠点施設を活用し、小学生の高学年を
対象としたヨットやカヌー体験などを通して、海に親しむ機
会を提供する。
【NO85】コオディネーショントレーニングスポーツ指導の効
果を高め、子どものスポーツ活動支援や体力向上に寄与する
とともに、高齢者などの健康づくりに貢献することでスポー
ツのまちづくりの一助とする。

各コミュニティ推薦のスポーツ推進委員を中心
として行う「コミュニティスポーツ交流事業」
などを通じ、コミュニティ単位での健康づくり
や生きがいづくりを行い、各地区の健康増進に
寄与する。福岡教育大学との連携事業ではリズ
ムを通した小学生体力向上プログラムに取り組
み、長期間の実践を行う。勝浦浜海洋スポーツ
センターの効果的、安定的な運営を行うため、
海洋性体験事業の指導プログラムを確立し、市
内の学校、特に児童数の多い学校の受け入れが
可能となるような体制を構築する。また、一般
市民向けにも施設を開放し、より多くの市民が
海洋性スポーツを体験できる環境を整備してい
く。また睡眠を活用した健康づくりに着目し、
取り組んでいく。

▽コミュニティスポーツ交流事業を南郷地区・自
由ヶ丘地区において実施。コミュニティ単位でス
ポーツに親しむ取組を行った。
▽福岡教育大学との連兼事業では、日の里学園2年
生を対象にリズムを活用した小学生体力向上プロ
グラムを実施し一定の成果を得た。
▽勝浦浜海洋スポーツセンターでは、体験プログ
ラムを確立し、市内小学校8校、その他2団体、計
357人の受け入れを行い、海に親しむ機会の提供が
できた。
▽睡眠を切り口にしたプログラムでは、普段運動
していない人・関心がない人たちへのスポーツの
きっかけづくりができた。

B
ニュースポーツ・
体力テスト参加者
数

5,000人 4,953人 4,701人

▽スポーツサポートセンターを通して、市民が
ライフステージに応じてスポーツと親しめるよ
うに機会や場の提供を行う。
▽スポーツ推進委員を地域や小学校に派遣し、
市民の体力向上、スポーツ・運動の習慣化への
きっかけづくりを行う。
▽地元の大学と連携し学校体育や学童スポーツ
などへ支援し、スポーツ・運動が好きな子ども
たちを増やし体力を向上させる。
▽全国大会出場の一部補助、グローバルアリー
ナの使用料減免を行い、スポーツの推進を図
る。 B

スポーツ推進員の派遣による市民の健康づくりや地
域活動の推進が図られている。また、市民がライフ
ステージに応じてスポーツと親しめるようにスポー
ツサポートセンターでのプログラム実施や指導者派
遣による体力向上プログラムなど、機会や場の提供
が行えてる。また、市民体育館大規模改修や野球
場・テニスコートの整備を行い、スポーツ環境の維
持している。福岡教育大学と連携し小学校において
スポーツ・運動が苦手な子を減らすためのプログラ
ムで運動が好きな子どもたちを増やし体力向上にも
つながっている。

83
★

市民スポーツ活動推
進事業
（海洋性スポーツ普
及事業）

文化スポーツ課

＊平成28年度からNO58,NO82,NO83,NO85を統廃合し、名称を
「市民スポーツ活動推進事業」に変更。

84
★

体育施設管理運営事
業（体育施設管理、
学校施設開放事業）

文化スポーツ課

既存の体育施設について適切な修繕を実施し、利用者の安全
確保を図る。施設の管理運営については、効果的な実施と経
費の削減を図る。小中学校運動場・体育館を開放し、地域の
スポーツ・レクリエーション活動の場として活用する。

既存の体育施設について適切な修繕を実施し、
利用者の安全確保を図る。施設の管理運営につ
いては、効果的な実施と経費の削減を図る。小
中学校運動場・体育館を開放し、地域のスポー
ツ・レクリエーション活動の場として活用す
る。

公共施設予約システムにふれあいの森を追加し、
有料公園の窓口一元化を行った。
利用者の安全確保のため、体育施設、各小学校体
育館、ふれあいの森の修繕を適宜行った。 B 体育・学校施設利

用者人数
- 469,530人 483,164人

既存の体育施設について適切な修繕を実施し、
利用者の安全確保を図る。施設の管理運営につ
いては、効果的な実施と経費の削減を図る。小
中学校運動場・体育館を開放し、地域のスポー
ツ・レクリエーション活動の場として活用す
る。

B

既存の体育施設について適切な修繕を実施し、利用
者の安全確保を図っている。施設の管理運営につい
ては、窓口一元化により効果的な実施が行えてい
る。小中学校運動場・体育館を開放することで、地
域のスポーツ・レクリエーション活動の場として活
用されている。

85
★

市民スポーツ活動推
進事業（コーディ
ネーショントレーニ
ングインストラク
ター養成講座）

文化スポーツ課

＊平成28年度からNO58,NO82,NO83,NO85を統廃合し、名称を
「市民スポーツ活動推進事業」に変更。

86
★

地域青少年育成事業 子ども育成課

PTA、子ども会、青少年指導員など地域の青少年の健全育成関
係者が青少年の健全育成を目的として活動することを目指
す。PTA、子ども会、青少年指導員との連携や関係団体への支
援、子どもの安全安心セミナーや立入調査、一斉パトロール
など青少年の健全育成に関する業務を行う。

小中学校PTA、子ども会、青少年指導員との連携
や関係団体への支援、子どもの安全・安心セミ
ナーや立入調査等青少年の健全育成に関する業
務を行う。

PTA会長連絡会3回、子ども会役員全体説明会及び
役員研修会合計3回、青少年指導員会地区会長会議
1回、子どもの安全・安心セミナー参加者36人、立
入調査2回実施、白ポストの回収など青少年の健全
育成に関する業務を行った。

B 子どもの安全安心
セミナー参加者数

150人 36人 50人

小中学校PTA、子ども会、青少年指導員との連携
や関係団体への支援、子どもの安全・安心セミ
ナーや立入調査等青少年の健全育成に関する業
務を行う。 B

各団体の課題を解決できるよう支援を行った。ま
た、青少年の健全育成を行う団体に対して支援がで
きた。

87 救急医療事業 健康課

医療・救急にかかる関係機関と協働し、休日や夜間、小児の
医療体制の充実に取り組む。休日・夜間に適切な救急医療を
受けられる医療体制を確保する。

市民が安心して医療を受けられるよう、三師会
など関係機関との連携により、休日・夜間の医
療体制や離島における救急搬送体制及び医療機
会を確保する。

宗像地区の三師会と連携し、休日・夜間の医療体
制として、①宗像地区事務組合において「宗像医
師会急患センター」の運営②外科開業医が当番制
で行う「在宅当番医制」③入院治療を必要とする
患者に対応する「病院群輪番制」④宗像歯科医師
会において応急処置のため「歯科急患診療事業」
⑤地島において初期の医療が受けられるよう「地
島診療所」の運営を年間通じて確保している。

A
①診療患者延人数
②休日歯科患者延
人数

①23,500人
②350人

①22,471人
②380人

①21,740人
②269人

市民が安心して医療を受けられるよう、三師会
など関係機関との連携により、休日・夜間の医
療体制や離島における救急搬送体制及び医療機
会を確保する。

A

市民が安心して医療を受けられるよう、宗像地区の
三師会と連携し、休日・夜間の医療体制として、①
宗像地区事務組合において「宗像医師会急患セン
ター」の運営②外科開業医が当番制で行う「在宅当
番医制」③入院治療を必要とする患者に対応する
「病院群輪番制」④宗像歯科医師会において応急処
置のため「歯科急患診療事業」⑤地島において初期
の医療が受けられるよう「地島診療所」の運営を年
間通じて確保できているため。

2



「子ども・子育て支援事業計画」実施状況　＜基本方針Ⅲ　子どもにやさしいまちづくり＞　　★重点施策

指標名 Ｒ1年度目標値 H30年度実績値 H29年度実績値
５か年(H27～R1)の実績及び達成度を選んだ理由　

成果の目標
令和元年度の実施計画

事
業
No

事業名 所管課 事業概要 平成30年度の実施計画 現計画
達成度平成30年度実施状況 Ｈ30年度

評価

88 公共交通整備事業 交通対策課

妊婦や子ども、ベビーカーを使用する保護者といった自動車を運転
しない市民でも、公共交通機関を利用して、駅、官公庁施設、病院
などを快適に移動できるまちを目指す。コミュニティ運営協議会と協
働し、ふれあいバスとコミュニティバスの路線及び時刻表の見直しを
行い、利用者の利便性の向上に取り組む。

バスの運行管理、ふれあいバス及びコミュニ
ティバスの運行計画改定、利用促進に向けた取
り組みや利用者へのアンケートの実施、大島地
区タクシー料金助成事業、地域交通会議の開
催、地域公共交通網形成計画の推進

利用者へのアンケートを実施、各地区コミュニ
ティ運営協議会にその内容を提供するとともに、
協議会を通じて地域住民の意見を集約、地区コ
ミュニティ運営協議会とともに検討してコミュニ
ティバスの運行計画を改定した
また、大島地区タクシー料金助成事業、地域交通
会議などについても予定どおり実施し、破損した
路線バスのバス停上屋の修復、ふれあいバスの事
故といった突発した事件にも対応済み

B 年間利用者数 166,000人 185,925人 186,849人

バスの運行管理、路線バスを含めたバスの利用
促進に向けた取り組み、大島地区タクシー料金
助成事業、地域交通会議の開催

A

成果目標である年間利用者数が目標とする166,000
人を超えている

89 公園整備事業 建設課

子どもやベビーカーを使用する保護者が安心して利用できるよう公
園整備を行う。段差の解消や犯罪などの防止など子育て世代の
ニーズに即した環境設計を行う。

（関連事業なし） 関連事業の実施なし

E －

（関連事業なし） 関連事業の実施がないため、評価できない。

90 道路新設改良事業 建設課

市民や市外から訪れる人が、安全で快適に市内を移動することが
出来る道路網を整備する。段差の解消や通学路の安全確保に向け
た歩道などの整備など、子どもを含めた市民にとって安全な道路整
備を行う。

測量設計業務委託の実施、用地補償の交渉、道路整
備工事を実施する。

用地取得 8か所、測量設計 7か所、工事実施個所 6か
所

B 工事実施個所数 - 6か所 10か所

測量設計業務委託の実施、用地補償の交渉、道路整
備工事を実施する。

B

各年度で若干の進捗率の差があるが計画期間におい
て、予定する工事が実行できている。

91 住宅相談事業 建築課

市民または宗像市に転入しようと考えている人が、住宅に関する不
安や悩みを速やかに解消できるよう協働による住宅相談窓口の充
実を図る。子育て世代に対し、住機能の面から子どもにやさしく、子
育てしやすい住宅の情報を提供する。また、若年単身世帯や大学
生にはライフスタイルに応じた間取りや住宅デザインなどの情報を
提供する。

誰もがいつでも安心して相談できる窓口をメイトム内
の「住まいと暮らしの情報センター」に設置し、130日
以上開設し拡充を図る。　「住まいと暮らしの情報セン
ター」の機能を有効に利用して、より充実した相談体
制を提供していく。　回覧チラシの配布、一般広報紙
への掲載、ホームページの更新、イベントでのPRなど
による周知活動を行い、さらなる認知度向上を図る。
また、相談員の能力向上のため、住まいに関する研修
会の開催や国県などの新しい取り組みについて情報
を共有化していく。
　平成30年度より、宗像市空家等対策推進包括連携
協定に基づく「宗像市空家等管理サービス」の相談窓
口業務を本格的にスタートさせる。

誰もがいつでも安心して相談できる窓口をメイト
ム内の「住まいと暮らしの情報センター」に設置
し、150日以上窓口開設することで、相談体制の拡
充を図った。周知活動については、回覧チラシの
配布、イベントでのPRなどを行った。また、相談
員の能力向上のため、住まいに関する研修会を開
催した。「宗像市空家等管理サービス」について
は、相談窓口業務の新規業務として本格的に始動
した。

B 住宅相談件数 400件 423件 387件

誰もがいつでも安心して相談できる窓口をメイ
トム内の「住まいと暮らしの情報センター」に
設置し、150日程度窓口開設することで、相談体
制の充実を図る。周知活動については、回覧チ
ラシの配布、イベントでのPRなどを実施する。
また、相談員の能力向上のため、住まいに関す
る研修会の開催や国県などの新しい取り組みに
ついて情報を共有化していく。

B

相談体制の拡充や周知活動の実施により、相談件数
も順調に伸びているため。

92

男女共同参画推進事
業 男女共同参画推

進課

男性も女性もいきいきと働くことができ、家族との充実した時間や地
域活動への参加の時間が持てるなど健康で豊かな生活が送れるよ
う、仕事と家庭の調和の実現を目指す。固定的性別役割分担意識
の解消を図り、家庭で男女が家事や子育てをともに担うことの大切
さを啓発する。男女共同参画推進センターを拠点とし、男女共同参
画の視点に立った講演会や講座の開催、男女共同参画に関する情
報収集と情報提供に取り組む。

男女共同参画推進センターで実施する講座や、講演
会等の実施により、ワークライフバランスや固定的性
別役割分担意識の解消を図り、家庭内で家事や育児
をともに担う大切さについて啓発する。
第2次男女共同参画プラン（後期）の適切な進行管理
を行い、関係課とともに男女共同参画社会の実現をは
かる。

男女共同参画週間にあわせ、ゆいフェスタ2018と
ＮＰＯ法人ファザーリングジャパン代表理事安藤
哲也氏の講演会（仕事も育児も楽しむ「チーム子
育て」のすすめ）を開催し、男女共同参画意識の
醸成をはかった。
男女共同参画懇話会を2回開催、プラン対象課に年
間2回のヒアリングを実施するなどし、進行管理を
行った。
地域での男女共同参画意識の醸成を図るため、コ
ミュニティ運営協議会への訪問を行った。

B
男女共同参画プラン
事業達成度B以上の
事業

98% 95.40% 97%

男女共同参画推進センターで実施する講座や、
講演会等の実施、地域への働きかけにより、
ワークライフバランスや固定的性別役割分担意
識の解消を図り、家庭内で家事や育児をともに
担う大切さについて啓発する。
第2次男女共同参画プラン（後期）の適切な進行
管理を行い、関係課とともに男女共同参画社会
の実現をはかる。また、第３次プランの策定を
行う。

B

男女共同参画センターで実施した講座の参加者がお
おむね計画どおりであり、かつ満足度も高かったこ
と、また、男女共同参画プランの進行管理における
成果指標がおおむね計画通りであるため。

93
男女共同参画推進セン
ター事業

男女共同参画推
進課

親子で参加しやすい講座を企画し、夫婦ともに子育てをするきっか
け作りや意識啓発を図る。特に、男性の子育て参画を促し、子育て
力向上を支援する。子育てでいったん仕事を中断した方の再チャレ
ンジを支援するため、就労支援を目的とした資格取得講座の充実を
図る。

男女共同参画推進センターで実施する講座を中心に
啓発を行う。
夫婦でともに子育てに関わることのできる環境を目指
し、子育て支援・男性の家庭参画等の講座を実施す
る。
妊娠・出産等で離職した方の再就職につながるよう、
資格取得講座や、就職支援講座を実施する。

父子料理教室、親子でわくわく木工教室等の講座
を実施した。
チャレンジ支援として、介護事務・エクセル３
級・医療事務検定の講座を開設した。
ＰＴＡやコミュニティと共催で7講座を実施した。

B 講座等参加者数 - 1,470人
2,962人
1,809人

男女共同参画推進センターにおいて、夫婦でと
もに子育てに関わることのできる環境を目指
し、子育て支援・男性の家庭参画等の講座を実
施する。また、妊娠・出産等で離職した方の再
就職につながるよう、資格取得講座や、就職支
援講座を実施する。

B

センター事業については、市民団体との協働により
事業を展開することができ、その時々の社会や市民
のニーズを的確につかみながら、計画どおり講座等
を実施することができたため。

94 市民安全対策事業 地域安全課

宗像市内で犯罪が減少し、安全で安心に暮らせるまちになることを
目指す。

・住マイむなかたとの協働事業による防犯環境設計事
業、防犯セミナー、防犯診断の推進。
・市内関係部署、宗像警察署及び宗像防犯協会との
連携強化を推進。各コミュニティ運営協議会との市内
一斉防犯パトロールの実施により、市民の防犯意識
の向上。
・空き地、空き家の適正管理に関する措置等。

住マイむなかたとの協働事業を実施した。また市
内一斉パトロールについては、各コミュニティ協
議会と連携して実施した。空き家空き地の定期性
管理についても適宜対応した。

B 刑法犯認知件数 960件 627件 900件

・住マイむなかたとの協働事業による防犯環境
設計事業、防犯セミナー、防犯診断の推進。
・市内関係部署、宗像警察署及び宗像防犯協会
との連携強化を推進。各コミュニティ運営協議
会との市内一斉防犯パトロールの実施により、
市民の防犯意識の向上。 B

刑法発生件数の減少

95 交通安全対策事業 地域安全課

地域や市民活動団体と協働し、地域の安全性を高めるための防犯
活動や交通安全活動に取り組む。春・秋の交通安全早朝指導を行
う。広報誌の発行や宗像警察署及び宗像地区交通安全協会と連携
し、交通安全啓発活動を行う。危険性のある道路環境の改善のた
め道路管理者や宗像警察署に要望を行う。

春・秋の交通安全早朝指導を行う。広報誌の発行や
宗像警察署及び宗像地区交通安全協会と連携し、交
通安全啓発活動を行う。危険性のある道路環境の改
善のため道路管理者や宗像警察署に要望を行う。

交通安全早期指導を実施した。また、交通安全啓
発活動については、宗像署等と協力して実施し
た。加えて、改善提案書等による要望について
も、宗像署と連携して対応した。

B 交通死亡事故発生件数 - 4件 3件

春・秋の交通安全早朝指導を行う。広報誌の発
行や宗像警察署及び宗像地区交通安全協会と連
携し、交通安全啓発活動を行う。危険性のある
道路環境の改善のため道路管理者や宗像警察署
に要望を行う。

B

交通事故死亡事故件数の減少

100 赤ちゃんの駅 子ども育成課

乳幼児を育児中の保護者が、安心して外出できるよう子育て環境の
充実を目指す。赤ちゃんの駅実施ガイドラインを策定し、赤ちゃんの
駅シンボルマークと貸出用授乳テントを作成。市内の事業所等に向
けて赤ちゃんの駅への理解、協力を得る。乳幼児を子育て中の保
護者に対し、赤ちゃんの駅について普及・PRを図る。

赤ちゃんの駅は、引き続き普及・PRを図り登録業者の
増加を目指す。市内の事業所等の理解、協力を得て、
赤ちゃんの駅の普及・ＰＲを図る。

赤ちゃんの駅の普及・ＰＲを図ったが、新規登録事業者
は0件。

C 赤ちゃんの駅登録数 50ヶ所 34ヶ所 34ヶ所

赤ちゃんの駅は、引き続き普及・PRを図り登録業者の
増加を目指す。市内の事業所等の理解、協力を得て、
赤ちゃんの駅の普及・ＰＲを図る。

B

赤ちゃんの駅のPRを毎年行い登録業者の増加を目指
した。

101
田熊石畑遺跡管理運
営事業

文化財課

村っ子づくりいせきんぐ事業を継続し、子どもの見守りやいせきんぐ
らしさを活かした体験学習を開催することで、地域の子ども達が宗
像の歴史や文化に関心やほこりを持てるための基礎づくりを行うと
ともに、入園者数の増加につなげる。

村っ子づくりいせきんぐ事業を継続し、子どもの見守り
やいせきんぐらしさを活かした体験学習を開催するこ
とで、地域の子ども達が宗像の歴史や文化に関心や
ほこりを持てるための基礎づくりを行うとともに、入園
者の増加につなげる。

平成30年4月1日～平成31年3月31日の間の週2回
（原則、祝日・学校の休み期間除く）の15～17時
に開催、宿題指導、見守り、歴史体験学習（土器
パズル・機織り・木棺づくり等）を実施した。延
べ78日開催、561人の参加があった。

B 年間入園者数の総
計

30,000人 28,129人 28,514人

平成31年4月11日～令和2年3月31日の間の週2回
（祝日・学校の休み期間除く）の15～17時に開
催、宿題指導、見守り、歴史体験学習（土器パ
ズル・機織り・木棺づくり等）を市民団体（田
熊石畑遺跡村づくりの会）に協働委託し実施す
る。

B

平成27～30年度までの実績は、289回開催し、延べ
2,576人の参加があった。達成度は、平成30年度入
園者数の目標達成度及び平成30年度事業でのアン
ケート調査の満足度による。

102
子どもの未来応援ネッ
トワーク支援事業

子ども育成課

子どもの発達・成長段階に応じて切れ目なく「つなぎ」、教育と福祉
を「つなぎ」、関係行政機関、地域の企業、NPO、自治会などを「つな
ぐ」地域ネットワークの形成を支援するために必要な調査を行い、整
備計画を策定する。
また、その整備計画を実現していくための関係者間の協力関係の
構築に向け、上記「３つのつなぎ」を実現することができる人材・機
関（コーディネーター）の位置づけを含む具体的な体制整備を行う。
整備計画に基づいて、地域の資源を活かした事業を市民協働方式
により実施する。
先行的なモデル事業・モデル地域を選定して実施。モデル事業の成
果を踏まえ、他地区への拡大を検討する。

「宗像市子どもの未来応援計画」策定時に行った調査
により、市内各地区の子どもを取り巻く環境について
把握、分析し、２地区を選出。その２地区について、
「地域子供の未来応援交付金」を活用し、地域と行政
担当課と連携して事業を実施する。

大島地区において、コミュニティ運営協議会、企
業、学校と協議を行い、平成30年9月より中学生対
象のICTを利用した学習支援事業「おおしまネット
寺子屋」を開始した。（子どもの未来応援交付金
1/2補助）
他地区についても新たな事業実施を検討したが、
実施することができなかった。 C

おおしまネット寺
子屋の利用者満足
度（アンケート結
果）

－ 100% －

事業実施の成果（アンケートによる満足度）が
あったと考えるため、放課後子ども総合プラン
事業に移行し、「おおしまネット寺子屋」事業
を継続していく。

C

地域における新たな学習支援事業を開始することが
でき、参加者の満足度も高いため。
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